
大分県地域資源活用型観光サービス開発支援事業実施要領 

 

(目的) 

第１ この事業は、自然、歴史、食など本県の魅力的な地域資源を活かし、稼ぐこと

のできるサービスを創出することにより、県内における観光消費を促し、観光産

業の振興に寄与することを目的とする。 
 

(事業の内容） 

第２ 対象となる事業は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(１)自然、歴史、食など本県の魅力的な地域資源を活かした、アドベンチャーツー

リズム、カルチャーツーリズム、宇宙のいずれかに関連する体験型のサービス

等を提供する取組で、かつ、収益が期待できる有料のサービスを提供し、観光

消費額の向上を図る取組であること。 

(２)２０２５年開催の大阪・関西万博での誘客のために重要なコンテンツとして

県が特に認める取組であること。 

 

(事業実施主体) 

第３ この事業において事業実施主体は、次の各号に掲げるものとする。 

 なお、本事業における中小企業者の定義は、別表１のとおりとする。 

(１)中小企業者等 

(２)中小企業者等で構成された団体 

(３)中小企業者等を含むコンソーシアム 

(４)その他、本事業の目的の達成に寄与すると知事が認める団体 

２ 前項に掲げるものは、暴力団員(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律(平成３年法律第７７号)第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)

又は暴力団(同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)若しくは暴力

団員と密接な関係を持つ者でないものとする。 

 

(事業実施計画認定申請書の提出及び採択) 

第４ 事業実施主体は、大分県地域資源活用型観光サービス開発支援事業実施計画

認定申請書（様式第１号）を、事業の主たる実施箇所を管轄する振興局を経由し、

知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項に掲げる書類の提出を受けた場合、事業内容を審査し、適当と認め

るときは、事業実施計画の認定を行い、大分県地域資源活用型観光サービス開発

支援事業採択通知書（様式第４号）により、事業の主たる実施箇所を管轄する振興

局を経由し、事業実施主体あて通知するものとする。 

 
(認定基準）  
第５ 事業実施計画の認定に当たっては、次の各号を考慮しながら総合的

に判断するものとする。  
(１)市場ニーズの理解度 

(２)サービスの魅力とターゲティングの妥当性 

(３)ＰＲから実施、料金回収までサービス全体の完成度及び工夫の有無 

(４)事業の収益性 



(５)本県の観光消費促進への貢献可能性 

(６)パートナーシップ構築宣言の実施  
 
(事業の実施）  
第６ 事業実施主体は、本事業の趣旨に沿って適正に事業を実施するもの

とする。  
 
(助成措置) 

第７ 知事は、認定された事業について、予算の範囲内で、別に定める大分県地域資

源活用型観光サービス開発支援事業費補助金交付要綱により助成するものとす

る。 

 

(守秘義務) 

第８ 事業実施主体及びその関係者は、本事業により知り得た情報を他に漏らして

はならない。 

 

(事業実施後の報告) 

第９ 事業実施主体は、本事業の終了後においても、知事からその後の状況や成果

について報告を求められた場合、これに協力するものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和２年度の予算に係る大分県地域資源活用型観光サービス開発支

援事業費補助金から適用する。 

この要領は、令和３年度の予算に係る大分県地域資源活用型観光サービス開発支

援事業費補助金から適用する。 

この要領は、令和４年度の予算に係る大分県地域資源活用型観光サービス開発支

援事業費補助金から適用する。 

この要領は、令和５年度の予算に係る大分県地域資源活用型観光サービス開発支

援事業費補助金から適用する。 

この要領は、令和６年度の予算に係る大分県地域資源活用型観光サービス開発支

援事業費補助金から適用する。 

 

  



別表１ 

法人については、「資本金又は出資の総額」または「常時使用する従業員数」が次

に該当していること。 

個人については、常時使用する従業員数が次に該当していること。 

業 種 資本金又は出資の総額 常時使用する従業員数 

卸売業 １億円以下 100 人以下 

小売業 5,000 万円以下 50 人以下 

サービス業 5,000 万円以下 100 人以下 

ソフトウエア業又は情報処理

サービス業 

３億円以下 300 人以下 

宿泊業（ホテル営業、旅館営業、

簡易宿所営業及び下宿営業） 

5,000 万円以下 200 人以下 

製造業、その他 

（上記に掲げる業種を除く） 

３億円以下 300 人以下 

 

  



様式第１号 

 

年度大分県地域資源活用型観光サービス開発支援事業実施計画認定申請書 

 

第       号 

年   月   日 

 

 

 大分県知事        殿 

 

 

                    申請者 

                    住 所 

                    氏 名                          

 

 

  年度大分県地域資源活用型観光サービス開発支援事業実施計画について、認定されるよ

う大分県地域資源活用型観光サービス開発支援事業実施要領第４の規定により申請しま

す。 

 

 

 

  添付書類 

（１）事業実施計画書（様式第２号） 

（２）誓約書（様式第３号） 

   （３）申請者が任意団体の場合は、その活動内容が確認できる書面 
（４）その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２号 
事業実施計画書 

事  業  名  
事業実施主体名  
事業実施主体の概要 
（資本金、主な事業、常時雇

用する従業員数等を記載し

て下さい。） 

所在地   
資本金   
代表者名  
従業員数   名（正規   名 パート等   名） 
主な事業  

事業箇所  
実施時期  
事業の背景と目的 
（これまでの事業の経緯や

市場のニーズ、今回の事業の

狙いについて記載してくだ

さい。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の概要 
（今回の事業全体がわかる

ように要点を記載してくだ

さい。） 

 

サービスの内容等 

（右記１～５について記載

して下さい。) 

１． サービスの内容について  
※どのようなサービスで誰をターゲットに提供するのか分かる

ように記述すること（必要に応じてポンチ絵を添付）  
 

２． サービスの募集・受付の方法について  
 

３． サービスの料金設定について  
 

４． サービスの実施体制について  
 

５． 顧客とのトラブルや顧客に損害が発生した場合の対
応について  

 
６． 今年度のスケジュールについて  
 

事業の効果  

 

 

 

 

 



事業の成果目標  

指標 事業年度   年度   年度   年度 

     

     

     

※事業効果が分かる指標を設定してください。（例：売上高、来客数、稼働日数な

ど） 

パ ー ト ナ ー シ ッ プ

構築宣言の実施   □宣言している   □宣言していない  

大 分 県 ア ウ ト ド ア

ガ イ ド 認 証 制 度 へ

の登録 

 □登録している   □登録していない  

注）記載欄が不足する場合は、適宜、記載欄を追加してください。 

 

 

収支計画 

   収   入                                               （単位：円） 

   項   目     予 算 額         備   考 

  県助成希望額   

  自己資金   

     計   

   支   出                                       （単位：円） 

    項    目      予 算 額         積 算 内 訳 

   

   

   

   

   

       計   

※単価のわかるもの（見積書等）を添付して下さい 

※事業実施主体が任意団体の場合は、その活動内容が確認できる書面を添付すること。 



様式第３号 

誓  約  書 

 

私は、下記の事項について誓約します。 

なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。  

また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。 

 

 

記 

１ 自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に     

規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３） 暴力団員が役員となっている事業者 

（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者 

（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している        

者 

（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者 

（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有してい

る者 

（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

２ １の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人      

ではありません。 

                                    年  月  日 

 

  大分県知事        殿 

         

                                〔法人、団体にあっては事務所所在地〕 

 

                                    住  所                                        

 

                           （ふりがな） 

                                    氏    名                                       

 

                                    生年月日 （明治・大正・昭和・平成）  年  月  日(男・女） 

 

※  県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約    

をお願いしています。 



 様式第４号 

（公印省略） 

 

年度大分県地域資源活用型観光サービス開発支援事業採択通知書 

 

                               第     号 

                                                           年  月  日 

 

                 殿 

  

 

                     大分県知事                  

 

    年  月  日付けで提出のあった下記事業については、大分県地域資源活用

型体験サービス開発支援事業の対象事業として採択したので通知します。 

 なお、提出書類に虚偽の記載等があることが判明した場合は、この採択を取り消す場

合があります。 

 

記 

 

   事業名     ○○○○事業 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


